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-------------------------------------------------------------------------------------- 

コロナ対策で注目、「昼休みの時差取得」 

 

◆「昼休みの時差取得」とは 

 令和３年５月に「新型コロナウイルス感染症対

策の基本的対処方針」（新型コロナウイルス感

染症対策本部決定）が改正され、感染防止のた

めの取組みに「昼休みの時差取得」が追加され

ました。昼休みを一斉に取得した場合、休憩室

や更衣室、喫煙室やエレベーター、近隣店舗な

どに人が集中し、感染リスクが高まる可能性が

あります。これを抑制するために、昼休みの時間

をずらして取得してもらうという取組みです。 

 

◆手続き上の留意点 

 労働基準法では、休憩時間は労働者に一斉に

与えなければならないこととされており、昼休み

を時差取得とする場合には、労使協定を締結し

て、①対象者の範囲、②新たな昼休みの時間の

２点を取り決めなければなりません。労働者の

意向などもよく確認しながら、職場の実情に応じ

て取り決めることが重要とされています。 

※労使協定は、過半数労働組合または過半数

代表者と書面で締結する必要があります。 

※以下の業種については、一斉休憩の規定は

適用されていません。 

①運輸交通業、②商業、③金融・広告業、④

映画・演劇業、⑤通信業、⑥保健衛生業、⑦

接客娯楽業、⑧官公署（現業部門を除く） 

※常時 10人以上の労働者を使用する事業場の

場合、就業規則の変更手続も必要です。 

 

◆労使で話し合い、理解を求める 

 感染症対策に有効な昼休みの時差取得です

が、導入を検討する際には、そもそもなぜ休憩

時間の一斉付与が原則とされているのか、労使

ともに理解しておくべきでしょう。働いている同僚

を気にして休憩を早めに切り上げたり、ずらして

取得している休憩時間中に取引先に対応する、

あるいは休憩時間を取り過ぎるといったことがな

いよう、労使で導入・運用について意向を擦り合

わせながら、効果的かつ適切な感染症対策をす

ることが望まれます。 

【厚生労働省「基本的対処方針の改正等を踏ま

えた、職場における新型コロナウイルス感染症

対策の拡充について、経済団体などに協力を依

頼しました」】 

 

年休取得義務化で取得は進んでいるか～

労働政策研究・研修機構調査から 

 

◆計画的付与制度の導入企業は 42.8%、取得

目標を設定している企業は６割以上 

 企業調査の年休の計画的付与制度の導入状

況では、「導入されている」とする企業割合は

42.8％でした。年休取得率や年休取得日数など

の目標設定については、「年休取得日数の目標

のみを設定している」が 53.6％と半数以上を占

め、「年休取得率の目標のみを設定している」が

4.3％、「年休取得率及び取得日数双方につい

て目標を設定している」が 4.1％、「上記以外の

目標を設定している」が 0.9％となっている一方

で、「何らの目標も設定していない」とする企業は

34.9％ありました。 
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◆３年前と比べ取得日数が増えた企業とする労

働者は 41.5% 

労働者調査での年休取得日数の３年前との

増減比較では、「変化しなかった」が 46.4％でし

たが、「増加」（「５日以上増えた」「３～４日増え

た」「１～２日増えた」の合計）も 41.5％となりまし

た。一方で、「減少」（「５日以上減った」「３～４日

減った」「１～２日減った」の合計）は 4.4％でした。 

「増加」と回答した者の増加した理由（複数回

答）は、「会社の取組みにより取りやすい就業環

境になったから」が 37.6％ともっとも高く、次いで、

「個人的理由により、有給休暇が必要になった

から」（31.3％）、「上司に有給休暇を取得するよ

う勧められたから」（21.0％）、「法律等の影響も

あり年休を取りやすい環境ができた」（20.7％）な

どとなっています。 

 

◆年５日の取得義務の認知度は、企業で

95.5％、労働者では 84.4％ 

年休の年５日の取得義務化についての理解

度は、企業調査では、「内容を十分に理解してい

る」が 64.4％で、「ある程度理解している」

（31.1％）と合わせて95.5％を占めました。また、

労働者調査でも、年５日の取得義務化について、

「内容を含め知っている」が 54.9％で、「聞いたこ

とがある」（29.5％）と合わせると 84.4％に上りま

した。 

 

◆時間単位年休の導入企業は 22％、導入を求

める労働者は５割以上 

企業調査での時間単位年休取得制度の導入

状況では、「導入している」が 22.0％でした。導

入理由（複数回答）では、「日単位・半日単位に

満たない時間の取得が可能で便利」（70.0％）が

もっとも高く、次いで、「個人的な事情に対応した

休暇取得が可能になる」（57.3％）、「年休の取

得促進のため」（56.5％）、「育児、介護の支援」

（49.0％）、「仕事と治療の両立支援」（42.1％）

などとなっています。 

一方、時間単位年休取得制度を導入していな

い理由（複数回答）は、「勤怠管理が煩雑になる」

が 50.3％ともっとも高く、次いで、「すでに半日単

位の年休取得制度がある」（46.8％）、「給与計

算が複雑になる」（39.3％）、「変形労働時間制

等のため時間単位の代替要員確保困難」

（31.4％）、「導入可能と不可能部署があり平等

性から導入しづらい」（29.4％）などとなっていま

す。一方、労働者調査で時間単位年休取得制

度が適用・導入されていない者（「わからない」を

含む）に聞くと、勤務先での時間単位年休取得

制度を「導入・適用してほしい」とする割合は

50.6％となっています。 

 

 年休の取得促進については、５日間の取得義

務化という法律の後押しがあって３年前と比べる

と全般的に進んでいるという結果が出ましたが、

やはり会社が取得しやすい環境づくりを進めるこ

とが重要のようです。とりわけ、時間単位の取得

制度については会社側の事情から導入されてい

ないケースが多い一方で、導入されていない企

業の勤労者の半数以上が導入を望んでおり、有

休の取得率アップや従業員の満足度向上のた

めにあらためて検討してみることも必要かもしれ

ません。 

 

事務所移転のお知らせ 

毎年 6 月 7 月は社労士にとって１年で一番忙

しい時期となり、また当事務所の引っ越し準備も

重なりご連絡が遅くなって申し訳ありません。 

以下の予定で事務所を移転致します。新事務

所は駐車場もございますので、お近くにお越しの

際は是非お立ち寄りください。 

■新事務所住所 

 〒802-0077 

北九州市小倉北区馬借 3-1-7 

 小川レジデンスⅠ202B 

■電話番号・FAX 番号（変更なし） 

 TEL：093-953-7245 （FAX:093-953-7246） 

■新事務所での業務開始 

 令和 3 年 7 月 26 日（月）        （武瀬） 


